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第五次環境基本計画（抜粋） 

 

○「持続可能な開発目標」（ＳＤＧｓ）の考え方の活用（第五次環境基本計画 P10～11） 

ＳＤＧｓは、17 のゴール及び 169 のターゲットが相互に関係しており、複数の課題を統合的に

解決することを目指すこと、１つの行動によって複数の側面における利益を生み出すマルチベネフ

ィットを目指すこと、という特徴を持っている。これは、「目標及びターゲットは、統合され不可分

なものであり、持続可能な開発の三側面、すなわち、経済、社会及び環境の三側面を調和させるも

のである」としている 2030 アジェンダにも示されている。環境政策の観点からＳＤＧｓのゴール

間の関連性を見ると、環境を基盤とし、その上に持続可能な経済社会活動が存在しているという役

割をそれぞれが担っていると考えられる。 

（中略） 

上記に加え、ＳＤＧｓを掲げる 2030 アジェンダは、あらゆるステークホルダーが参画する「全

員参加型」のパートナーシップの促進を宣言している。また、ＳＤＧｓの達成には、現状をベース

として実現可能性を踏まえた積み上げを行うのではなく、目指すべき社会の姿から振り返って現在

すべきことを考えるという思考法、すなわち未来を考えて「次の一手」をどう指すか、という「バ

ックキャスティング」の考え方が重要とされている。こうしたＳＤＧｓの考え方も活用し、環境・

経済・社会の統合的向上の具体化を進めることが重要である。 
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○地域循環共生圏（第五次環境基本計画 P20～21） 

本計画では、各地域がその特性を活かした強みを発揮し、地域ごとに異なる資源が循環する自立・

分散型の社会を形成しつつ、それぞれの地域の特性に応じて近隣地域等と共生・対流し、より広域

的なネットワーク（自然的なつながり（森・里・川・海の連関）や経済的つながり（人、資金等））

を構築していくことで、新たなバリューチェーンを生み出し、地域資源を補完し支え合いながら農

山漁村も都市も活かす「地域循環共生圏」18を創造していくことを目指す。 

「地域循環共生圏」は、「第二次循環型社会形成推進基本計画」（2008 年３月 25 日閣議決定）に

おいて示された、地域の特性や循環資源の性質に応じて、最適な規模の循環を形成することが重要

であり、狭い地域で循環させることが適切なものはなるべく狭い地域で循環させ、広域で循環させ

ることが適切なものについては循環の環を広域化させるなど最適な規模で循環させていくことによ

り、重層的な循環型の地域づくりを進めていくという「地域循環圏」の考え方や、「生物多様性国家

戦略 2012-2020」（2012 年９月 28 日閣議決定）において示された、自然の恵みである生態系サー

ビスの需給でつながる地域や人々を一体としてとらえ、その中で連携や交流を深めていき相互に支

えあっていくという考え方である「自然共生圏」の考え方を包含するものであり、後述のとおり、

地域資源の活用を促進することにより、結果として低炭素も達成する概念である。 

「地域循環共生圏」における「地域」には、「循環」、「共生」が集落レベルや市町村（特別区を含

む。以下同じ。）レベルの狭域で完結し得るものから、流域レベルや都道府県レベルの広域でも完結

し得ないものがあることから、集落・街区レベル、市町村レベル、都道府県レベル、流域レベルな

ど様々な階層の圏域があり得る。 

「地域循環共生圏」における「循環」とは、食料、製品、循環資源、再生可能資源、人工的なス

トック、自然資本 19 のほか、炭素・窒素等の元素レベルも含めたありとあらゆる物質が、生産・流

通・消費・廃棄等の経済社会活動の全段階及び自然界を通じてめぐり続けることであり、この「循

環」を適正に確保するためには、物質やエネルギー等の資源の投入を可能な限り少なくするなどの

効率化を進めるとともに、多種多様で重層的な資源循環を進め、環境への負荷をできる限り低減し

つつ地域経済循環を促し、地域を活性化させることを目指す。 

「地域循環共生圏」における「共生」とは、人は環境の一部であり、また、人は生きものの一員

であり、人・生きもの・環境が不可分に相互作用している状態であり、その認識の下、二次的自然

や生きものも含めた自然と人との共生、地域資源の供給者と需要者という観点からの人と人との共

生の確保、そして人や多様な自然からなる地域についても、都市や農山漁村も含めた地域同士が交

流を深め相互に支えあって共生していくことを目指す。 

「地域循環共生圏」の創造の要諦は、地域資源を再認識するとともに、それを活用することであ

る。時に見過ごされがちだった各地域の足元の資源に目を向けて価値を見出していくことが、地域

における環境・経済・社会の統合的向上に向けた取組の具体化の第一歩となる。例えば、地域にお

けるバイオマスを活用した発電・熱利用は、化石資源の代替と長距離輸送の削減によって低炭素・

省資源を実現しつつ、地域雇用の創出、災害時のエネルギー確保によるレジリエンスの強化といっ

た経済・社会的な効用をも生み出す。これが間伐や里山整備で生じた資源の活用であれば、健全な

森林の維持・管理にも貢献することにつながり、豊かな自然の恵み（生態系サービス）を享受する

ことにもなる、というマルチベネフィットを達成することが可能となる。 
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新たなアプローチとしての「地域循環共生圏」の創造は、農山漁村のためだけにあるのではなく、

都市にとっても、農山漁村からの農林水産品や自然の恵み（生態系サービス）等によって自らが支

えられているという気付きを与え、「見える化」し、自然保全活動への参加や環境保全型農業より生

産された農産物の購入等の農山漁村を支える具体的な行動を促すことにもつながる。すなわち、「地

域循環共生圏」は、農山漁村も都市も活かす、我が国の地域の活力を最大限に発揮する考え方でも

ある。 

 

 

18 「地域循環共生圏」の考え方は、「低炭素・資源循環・自然共生政策の統合的アプローチによる社会の構築～環境・生

命文明社会の創造～（意見具申）」（中央環境審議会 2014 年７月）において提案されたものである。 

19 循環資源（家畜ふん尿、食品廃棄物、下水汚泥、プラスチック、金属等)、再生可能資源（木材、地熱・風力・水力等

の再生可能エネルギー源等）、人工的なストック（社会資本、建築物等）、 自然資本（森林、土壌、水、大気、生物資源

等） 


